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テイセンのCO２削減
と

EV消防車両



①鹿沼、下野工場の太陽光パネル自家発電



①-1 鹿沼工場（2023年より太陽光発電システム供給開始）

年間発電量 608,724 kWh年間電力使用量 3,074,369 kWh（2022年実績）

＋120,000 kWhを下野工場より託送（約20%を太陽光発電でカバー）
※発電量についてはいずれも現時点での見込み、ならびに通年換算での数値として記載

自家発電使用量 493,061 kWh



①-2 下野工場
下野工場における太陽光発電システム設置（イメージ）

年間発電量 697,050 kWh（2025年見込み※）年間電力使用量 603,432 kWh（2022年実績）

（約62%を太陽光発電でカバー）
※発電量についてはいずれも現時点での見込み、ならびに通年換算での数値として記載

自家発電使用量 376,000 kWh（2025年見込み※）



鹿沼工場
（2023~ 太陽光発電システム稼働中）

①-3 下野工場における太陽光発電システム導入（託送）によるCO2排出量削減効果

年間での発電量 697,050 kWh（2025年見込み※）

自家発電使用量 376,000 kWh（2025年見込み※）

自己託送量 321,000 kWh（2025年見込み※）

鹿沼・下野両工場での太陽光発電システム導入により
年間のCO2排出量に寄与する電力量は約998,000 kWh※

約446 t-CO2（約20%）の削減効果が見込まれる

※発電量についてはいずれも現時点での見込み、ならびに通年換算での数値として記載

下野工場

120,000 kWh

ビバホーム（不動産賃貸）

192,000 kWh

テイセン産業 下妻工場

9,000 kWh

年間での自家発電使用量
493,061 kWh（2024年見込み※）



②EV空港化学消防車とEV消防車



ローゼンバウアー社製

空港化学消防車

2024年1月2日 羽田空港

日本航空機衝突事故での映像





EV空港化学消防車

 ローゼンバウアー社製

 EV空港化学消防車



EV消防車

 ローゼンバウアー社製

   EV消防車





③植物由来のウレタン樹脂によるホース製造



植物由来樹脂で二酸化炭素(CO2)削減への取組

〇 ホース素材を植物由来成分60%含有の「植物由来樹脂」へ

〇 植物由来樹脂1kgにつき、1.7kgのCO2を植物のときに吸収

〇 ホース製品全体に関わるCO2排出量の削減効果は、およそ400トン／年※
※2023年度実績から算出

一般消防用ホース(20m)
呼称65ミリ 

CO2削減量：3.0kg/本

消防用・送水用大口径ホース(50m)
呼称300ミリ

CO2削減量：283kg/本

保形ホース(30m)
呼称30ミリ

CO2削減量：3.0kg/本



④消防ホースの再生利用



消防用ホースのリサイクルに向けた取組
ホース廃材の再利用を推進し、ホース製品全体に関わる廃棄物を削減します。

・自社製品の部材

・資材

・燃料

使用済み
ホース

内張材と
ジャケット
とを分離

ジャケット由来の
再生樹脂

内張材由来の
再生樹脂

分離後の
内張材

分離後の
ジャケット

ホース金具の保護具

用
途
に
合
わ
せ
て
加
工

製造時の不良品

ホース廃材 分離工程 再生樹脂化 再利用加工

カーペット等



⑤CO２を森林の4倍吸収するリネン麻



⑤CO２を森林の4倍吸収するリネン麻

• リネンは3月頃種をまいて5月末～6月中旬にかけて花が咲き、8月の収穫までの期間に1メート
ルほどに急成長します。

• ヨーロッパリネン協会の試算によるとリネン耕作地1ha当たり3.5トンのCO2が吸収され、１ha
当たり0.9 トンの原料が収穫されます。

テイセンが輸入する原料は年間300トンで３４０haに相当します。

よって3.5トン×340ha＝約1190トンのCO2が吸収されています。

• その吸収量は森林の約4倍とも言われています。

 またリネンは灌漑の水を必要とせず、自然の降雨だけで育ち農薬もほとんど使用しません。

 リネンがスーパーサステナブル繊維といわれる所以です。







ご清聴ありがとうございました



2024年12月期中間決算の概要

帝国繊維株式会社

2024年8月23日



当社および防災事業の概要
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１１７年の歴史

明治40年

創立 成長 低迷 変革 成長

1907年（明治40年）
帝国製麻株式会社 創立

1950年（昭和25年）
終戦後、GHQにより、3社に分割
天然繊維マーケットの縮小、業績低迷

1995年（平成7年）
阪神・淡路大震災 ⇒ 防災事業に業態転換

2011年（平成23年）
東日本大震災 ⇒ 新たな防災マーケットを開拓

創業者 安田善次郎 相談役 渋沢栄一
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当社が目指す姿

先進的防災事業を確立・発展させ

多発化・激甚化・多様化する各種災害の脅威から

社会や事業の安心・安全を守る
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対象 火災 交通災害 震災
風水害

土砂災害 火山災害 原子力災害 テロ

消防

消防本部数
722

消防署数
1,714

官公庁等
(自衛隊•自治体•

空港等）

市町村数
1,718

空港数
97

民間企業
（電力会社• 

コンビナート等）

原子力発電所
15

広域共同
防災組織 

12

マーケットと商材

空港用化学消防車

救助機材（ルーカス）

ハイドロサブシステム

大口径ホース

爆発物検知器

ボディスキャナ

ボディスキャナ
（鉄道を想定）

オールインワン
(ハイドロサブシステム)

ハイドロサブシステム

非常時緊急時

冷却システム
(ハイドロサブシステム)

大口径ホース

強力吸引車
(土砂吸引車)

ボブキャット

ハイドロサブシステム

大口径ホース

オーレット
(化学剤検知器)

アトランティカ
(小型排水ポンプ)

消防ホース

10ｔ水槽車

救助工作車

救助機材(ルーカス）
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防災事業の進化•発展

空港化学消防車

気候変動による風水害

テロの世界的な拡がり

非常時緊急時冷却システム
（ハイドロサブシステム）

大量送排水システム
（ハイドロサブシステム）

東日本大震災•福島第一原発事故

地下鉄サリン事件 ＮＹ同時多発テロ

阪神•淡路大震災

次世代型防災車輌

防災機材•システムの統合運用

インフラの老朽化

ＥＶ空港化学消防車

防災ドローン サスティナビリティ

ＤＸ•技術革新•ＥＶ化

鹿沼工場増設•下野工場新設

各種セキュリティ商材

基盤４事業
消防ホース
救助工作車
救助資機材
防火衣等特殊被服

ＣＢＲＮＥ災害対策商材
化学•生物•放射性物質•核•爆発物  検知器

事件•事故による社会不安の増大
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当社機材 災害現場での主な使用実績

2024年1月2日 羽田空港 航空機衝突事故

空港用化学消防車
乗員•乗客の脱出時間の確保

スーパーポンパー（ハイドロサブシステム）
消火用の水利確保

2016年12月22日 糸魚川市 大規模火災 スーパーポンパー（ハイドロサブシステム）
消火用の水利確保

2018年9月4日 関西空港 台風21号高潮
ハイドロサブシステム
水没した空港アクセス鉄道の排水作業

2024年1月1日 能登半島地震
各種救助用機材（ルーカス等）
倒壊した家屋からの救出等／他の震災でも使用

発生日 発生した災害 使用された機材等

1995年3月20日 地下鉄サリン事件
ＣＢＲＮＥ災害機材（検知器）
化学剤の検知等

2011年3月11日 福島第一原子力発電所事故 スーパーポンパー（ハイドロサブシステム）
海水を原子炉に放水•冷却、放射能拡散防止

2011年3月14日 気仙沼 津波火災 スーパーポンパー（ハイドロサブシステム）
消火用の水利確保
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令和6年（2024年）能登半島地震

●  令和元年度（2020年3月）に救助工作車を納車した
奥能登広域圏事務組合消防本部の支援のため、
震災直後から現地に入り、救助資機材やホース等を提供

8

貸し出し・提供資機材（一部） 派遣第一陣が作成した啓開マップ
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羽田空港 航空機衝突事故

● 当社の空港化学消防車による消火活動
● 当社が東京消防庁に納入した

スーパーポンパーによる消火用水供給

画像出典：FNNプライムオンライン



2024/12期 中間決算
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■当中間決算における概要

売上高：  178億6千9百万円（前年同期比3.9%増）

営業利益： 21億2千7百万円（前年同期比5.8%減）

経常利益： 26億8千8百万円（前年同期比1.4%減）

親会社株主に帰属する中間純利益

18億9千9百万円（前年同期比2.4%増）

■25/12期以降の見通し

・自治体及びコンビナート向け送排水ビジネスの拡大

・消防ホースの新製品投入による受注増

・シャシ問題解消による救助工作車納入台数増

・空港化学消防車の安定的な受注



(百万円) FY2022 FY2023 FY2024 前年比 進捗率

売 上 高 16,219 17,196 17,869 673 52.6%

売 上  総  利  益 4,794 4,623 4,528 ▲ 95

(対売上) 29.6% 26.9% 25.3% ▲1.5%

一 般  販  管  費 2,132 2,364 2,400 36

(対売上) 13.1% 13.7% 13.4% ▲0.3%

営 業 利 益 2,662 2,259 2,127 ▲ 132 60.8%

(対売上) 16.4% 13.1% 11.9% ▲1.2%

経 常 利 益 3,071 2,725 2,688 ▲ 37 59.7%

(対売上) 18.9% 15.8% 15.0% ▲0.8%

■救助工作車や大型防災資機材が減少も、空港用化学消防車や空港向け
セキュリティ機材が増加したことで売上増

■円安の進行と原材料のコストアップにより売上総利益率は低下

11

2024/12期 中間決算
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3,305

2,424 2,494

3,071
2,725

2,688

3,618

2,701

5,296

3,569

4,500

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2022年 2024年

経常利益

2023年

第1Q 第2Q 第3Q 第4Q

2,934

2,011 1,995

2,662
2,127

2,823

1,816

2,259 2,585

4,459

3,500

5,000

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
2022年 2024年

営業利益

2023年

第1Q 第2Q 第3Q 第4Q

2024/12期 中間決算

■2024年中間期の見込みは概ね予想通りに
推移している

■2024年度通期売上・営業利益・経常利益は
期初公表値の水準を達成の見込み

期初公表値
売上高 
営業利益
経常利益

340億円
35億円
45億円

百万円 百万円

百万円
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(百万円) FY2022 FY2023 FY2024 前年比 同率

売上高 16,219 17,196 17,869 673 103.9%

防

繊

災

維

13,531

2,406

14,621

2,290

14,721

2,861

100

571

100.7%

124.9%

利益 2,662 2,259 2,127 ▲ 132 94.2%

防

繊

災

維

2,738

321

2,315

350

2,130

472

▲ 185

122

92.0%

134.9%

受注残 12,358 14,104 17,002 2,898 120.5%

防

繊

災

維

10,984

1,374

11,081

3,023

14,584

2,417

3,503

▲ 606

131.6%

80.0%

■防災事業では救助工作車や原子力発電関連の大型防災資機材の売上が
減少した一方、空港用化学消防車や空港セキュリティ機材の売上が増加

■繊維事業では、官公庁向け繊維資材の売上が増加
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2024/12期 中間決算（セグメント別）



TEISEN2025 の進捗状況

■市町村向け大量送排水ビジネスの拡大は、順調に進行中
■セキュリティビジネスの開拓は、非規制分野である民間向け展開が課題
■防災特殊車輌ビジネスの創造は、ＥＶ化等実現に向け進行中

テーマ 進捗状況

1.（１）送排水ビジネスの拡大

（２）セキュリティビジネスの開拓

（４）メンテナンス業務の事業化

（３）防災特殊車両ビジネスの創造

•通算１５０回超の自治体向けデモ実施
•自治体中心に水害対策の備えとして納入拡大

•規制分野である官庁/空港は、順調に進行
•非規制分野である民間への取組み継続

•大量送排水システム、セキュリティ機材等に対し
 人材増強、サービス網の整備

•ＥＶ消防車、ポンプ付救助工作車、コンビナート
 向けオールインワン車輌等の開発進展

（５）基盤事業（ホース•機材•車輌•防火衣）
の一層の磨き上げ

2．下野•鹿沼両工場の機能拡充•強化

•災害現場に役立つ装備提供の為、新商品の
 開発/開拓に取組み

•両工場にユーザー向け見学、積極的にデモや
 研修等を実施、品質向上への取組みも強化
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自治体向け送排水ビジネスの拡大

● 複数の自治体でハイドロサブ配備が進む
●  配備検討中の自治体に対しても継続して

実機デモを含め、導入に向け提案中
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記事出典：佐賀新聞2022年7月26日付朝刊 画像出典：佐賀テレビ2022年6月17日ニュース



1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

原子力

0

4,000

3,000

2,000

1,000

5,000

6,000

FY2022 FY2023

消防

事業分野別 売上高

■消防ホース： Newマイティーシリーズの仕様化、
消火栓用ホースの需要増対応、操法用ホース
拡販に向けた活動等を推進

■救助資機材：総務省消防庁向け案件により通期
での増収増益を見込む

■救助工作車：シャシ問題は依然解消しないものの、
資機材仕様化強化、更新見込みの早期把握など 
により受注確保を目指す

■昨年度から原発向け新規・追加需要の端境期
に入っているが、既存顧客に対する追加機材
納入等の売上については期初の見込み通り

■注力中の更新需要獲得についても、正式受注
に向けて順調に進行中

7,000 
通期

中間

百万円

9,000

8,000

百万円

FY2024

(見込）

防災セグメント

0
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セキュリティ

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

FY2022 FY2023

送排水・コンビナート

事業分野別 売上高

■今期は自治体向けハイドロサブ導入拡大により
利益率が改善、前年同期比で減収なるも増益

■今年度上期までに15自治体、ハイドロサブ 
32式を納入、水害の激甚化・広域化を受け
導入検討自治体数も拡大

■更新需要を狙った航空貨物事業者に対する
機材拡販が順調に進み、増収増益

■既存の更新市場に加え、原発セキュリティ、
航空保安分野での新たなニーズに対しての
新規商材の開発、提案活動を推進

百万円

3,500

百万円

1,800

1,600

FY2024

(見込）

防災セグメント（続き）

0
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0
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4,000

繊維

1,000

500

0
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空港化学消防車

事業分野別 売上高

■昨年通期の12台に対し、今年度は上期25台
を納車、大幅増により増収増益

■パンターSの拡販、為替対応などきめ細かく
フォローし、継続可能な市場席巻に向け注力

■産業資材分野では自動車関連分野の減産に
よる需要減の一方、難燃・耐切創素材の分野
で新規開発案件が進展している

■リネン（麻）に関しては、原料不足・円安・コスト高
の状況は不変であるが、高付加価値、高価格帯

百万円

百万円

9,000

8,000

7,000

6,000

FY2024
(見込）

防災セグメント（続き）

繊維セグメント

■防衛省向け天幕及び被服の受注増により、
通期でも前年比増収増益を見込む

FY2022 FY2023 FY2024

(見込）
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の新市場開拓に取組み中



経営環境要因の2024年12月期業績への影響
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原子力施設向け販売一巡

サスティナビリティ
•技術革新

マイナス
→プラス

プラス

プラス

主な経営環境要因 2024年12月期及び今後の業績への影響

円安•コスト上昇•インフレ マイナス
• 輸入価格の上昇、原材料価格上昇に対し、価格転嫁済
• 為替変動リスクによる収益影響あり

災害の多発化•多様化
•激甚化

プラス
•線状降水帯•台風等による水害被害により、大量送排水
 システムのニーズが拡大

•原子力向け大量送排水システムは端境期にて売上減
•長期的には、更新需要による受注獲得を見込む

•EV消防車/EV空港化学消防車等、新型車両の導入

サプライチェーンリスク
（シャシ調達問題） マイナス

•シャシ調達問題により、救助工作車等の売上減少
•上記問題の長期化による収益影響リスクあり

脱コロナ

プラス

•インバウンドの回復•拡大、国内外でのテロ事案等に
 伴うセキュティ対策の強化による効果

防衛予算増額

プラス

•資機材及び制服•天幕等の調達増により、受注拡大

人手不足•効率化ニーズ
•省人化を実現する新型防災車輌開発が具体化し、今後
 の売上への寄与を見込む
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南海トラフ•首都直下型地震

● 巨大地震は30年以内に70%以上の確率で
発生すると予測されている

●当社は「防災」「減災」「縮災」の観点から検討を進め、
事業拡大や商材拡充をもって社会に貢献していく

記事出典：日本経済新聞2024年8月9日付朝刊、夕刊

画像出典：内閣府南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ発表
「南海トラフ巨大地震の被害想定（建物被害・人的被害）（再計算）（令和元年6月）」

（災害時に求められる機能と対策の一例）

被災状況の把握 ⇒ ドローン、無人ロボット
被災地へのアクセス ⇒ 特殊車両・資機材
被災地域での活動支援 ⇒ ロボット、自動化・遠隔化技術活
動環境の充実 ⇒ 小型支援デバイス、拠点機能
避難所の環境整備① ⇒ 水・電力・通信確保
避難所の環境整備② ⇒ トイレカー、コンテナ活用
被災地域の防犯対策 ⇒ 防犯カメラ、ドローン、ロボット情
報提供・情報共有 ⇒ 相互インターフェース

参考：内閣府令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ資料抜粋



サスティナビリティ推進関連

■E（環境）

1.太陽光パネル設置によるグリーン電力の導入
①鹿沼工場 稼働開始 2023年７月
②下野工場 稼働開始 2025年度予定

2. 重油ボイラーからＬＰガスボイラーへの切替え
による燃焼効率の改善

3.環境宣言の策定・公表、環境データの開示

■Ｇ(ガバナンス）

１.情報セキュリティの高度化

2.サスティナビリティ諸施策の推進

3.機関投資家との対話促進
・ＩＲ説明会の開催（年2回）
・機関投資家向け個別面談の実施

■Ｓ（社会）

1. 鹿沼・下野両工場の立地自治体・近隣自治体
への地域貢献、防災協定の締結

（上三川町、下野市、壬生町、鹿沼市）

2. 下野工場での小中学生及び防災関係者の
見学受入

3.社員エンゲージメント向上に向けた取組み
（ファミリーイベントの開催等）

ＣＯ₂排出量削減目標（2021年度対比）

2025年迄  15％、2030年迄 30％

21



災害時における物資供給協定（締結式）

記事出典：下野新聞2024年5月11日付朝刊

22



ご参加ありがとうございました
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